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食品 ４８社 非鉄金属 ３５社
繊維業 ６６ 金属製品 ４０
木材・家具 ３ 機械 １５６
パルプ・紙 １０ 電機・電子機器 ２２１
出版・印刷 ６ 輸送用機器・造船 ９
化学・医薬 １６８ 自動車・部品 ７４
石油・石炭 ３ 精密機器 ３９
ゴム・皮革 ２５ その他製造 ３１
窯業・土石・ガラス ２５
鉄鋼業 １２
榎 本 悟
この報告は２００５年に実施した「中国における日系現地法人の対中技術移転戦略および知的所有権侵
害に関するアンケート調査（日本本社用）」に基づく報告である。
Ｉ 対象企業の基礎的状況
① 調査対象企業の基礎データ
アンケート対象企業の選出には東洋経済新報社発行の『海外進出企業総覧【会社別編】』２００４年度
版を用い，本社は製造業で，中国国内に進出し，製造活動を行っている９７１社を選び出した。選び出
された製造業の業種別内訳は以下の通りである。
電機・電子機器が最も多く，次いで化学・医薬，機械，自動車・部品，繊維業と続く。
アンケート送付は２００５年３月に１回目を実施し，７９社が回答した。その後回答企業数を上げるため
に督促を行い，反日デモをはさんで２００５年５月に新たに７２社が回答したため，全部で１５１社（回収率
１５．６％）となった。
＊ 本報告は平成１６年度科学研究費交付金（研究代表者春名章二「日本企業の対中国向け先端技術，研究開発および知的
財産権保護戦略に関する研究（基盤研究（Ｂ）（２）課題番号１６３３００４２）の研究成果の一部である。なおデータの入力に
関しては，京都大学大学院経済学研究科・ビジネス科学コースの石田拓也氏にお世話になった。記して感謝する。
《資 料》
技術移転戦略と知的所有権侵害状況
 日本本社へのアンケート調査に基づいて ＊
岡山大学経済学会雑誌３８（２），２００６，９９～１２８
－９９－
食品 ４社 非鉄金属 １社
繊維業 １６ 金属製品 ６
木材・家具 １ 機械 １８
パルプ・紙 ２ 電機・電子機器 ２８
出版・印刷 ０ 輸送用機器・造船 ３
化学・医薬 ２５ 自動車・部品 ９
石油・石炭 ０ 精密機器 ６
ゴム・皮革 ５ その他製造 ５
窯業・土石・ガラス １ 不明 １９
鉄鋼業 ２
上場，58
非上場，82
無回答，11
② 回答企業の基礎データ
アンケートに回答した企業１５１社の基本データは以下の通りである。
 業種
回答企業の内訳は，電機・電子機器２８社，化学・医薬２５社，機械１８社，繊維業１６社と続いている。
この回答は選び出された企業の内訳とかなりの程度関連しているため，母集団の構成を反映している
と考えられる。
 上場の有無
回答企業１５１社のうち，日本の株式市場に上場している企業は５８社（３８．４％），非上場企業は８２社，
無回答は１１社である。意外に上場している企業の数が少ないことがわかる。中小企業が多いためと考
えられる。
１．上場の有無（N＝１５１）
２２６ 榎 本 悟
－１００－
1社のみ，42
2社～5社，86
10社以上，5
5社～10社，11
無回答，7
中国国内　 
向け販売， 
37
日本を含む 
海外輸出， 
34
両方，73
無回答，7
 中国現地法人の数
２．中国現地法人数（N＝１５１）
回答企業の中で中国現地法人をそれぞれ何社有しているかを尋ねたところ次のような結果になっ
た。現地法人数の最頻値は２社～５社で８６社（５７．０％），次いで１社で４２社，さらに５社～１０社が１１
社，１０社以上の現地法人を持つ企業は最も少なく５社である。
 進出時の主な目的
３．進出時の主な目的（N＝１５１）
中国進出時の主な目的は中国国内向けと日本を含む海外輸出の両方の目的を持っていた企業が最も
多く７３社（４８．３％），続いて中国国内向け販売のためが３７社，日本を含む海外輸出目的が３４社であ
る。
２２７技術移転戦略と知的所有権侵害状況
－１０１－
中国国内　 
向け販売， 
36
日本を含む 
海外輸出， 
23
両方，85
無回答，8
独資中心，77
過半数所有，47
対等所有，8
少数所有，9
無回答，12
 現在の主な目的
４．現在の主な目的（N＝１５１，ただし１社が複数回答）
進出時と同様に現在の主な目的も中国国内ならびに日本を含む海外輸出の両方の目的を持つとする
回答が８５社と断然多い（回答数全体の６０．０％）。これは進出時の比率よりもかなり増加しており，中
国現地法人の役割が大幅に強化されていることを物語る。続いて中国国内向けと回答した企業（回答
数全体の２３．７％），さらに日本を含む海外輸出と回答した企業（回答数全体の１５．１％）が続いてい
る。
 日本側出資比率
５．日本側出資比率（N＝１５１，ただし２社が複数回答）
中国現地法人への出資比率に関しては，１００％所有（独資）が中心で７７社（回答数全体の５０．３％）
もあり，さらに過半数所有が４７社（回答数全体の３０．７％）と続く。日本企業の中国現地法人に対する
所有形態は過半数以上の所有を基本としている。対等所有，少数所有はそれぞれ，８社（回答数全体
の５．２％）および９社（回答数全体の５．９％）と非常に少ない。
２２８ 榎 本 悟
－１０２－
2年，7 5年，9 7年，7 8年，7 9年，8
10年，67
無回答，9
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1年，3
3年，21
4年，13
6年，4
 
選択欄
１．日本本社がすべてを決定する
２．本社が中心だが，子会社の自発性を考慮して協議する
３．子会社の自発性を認め，子会社主導で本社はそれを承認する
日本本社が全てを 
決定する，32
本社中心だが，子会社の 
自発性を考慮して協議す 
る，87
子会社の自発性を認め， 
子会社主導で本社はそれ 
を承認する，28
無回答，4
 設立年数
６．設立年数（N＝１５１，ただし４社が複数回答）
設立年数に関して，設立１０年以上と回答した企業が最も多く６７社（回答数全体の４３．２％）であっ
た。続いて多かったのは設立３年と回答した企業が２１社（回答数全体の１３．５％）と続くが，設立後１０
年以上の回答企業が圧倒的に多いことがわかる。
Ⅱ 本社から見た現地子会社について
① 貴社は本社と海外子会社との関係を
どのようにお考えですか。右の選択欄
よりご回答ください。
結果は以下の通りである。（N＝１５１）
①本社と海外子会社との関係
２２９技術移転戦略と知的所有権侵害状況
－１０３－
選択欄
②－１現在 ②－２今後（５年後）
１．低賃金を利用した製造・輸出
拠点
１．低賃金を利用した製造・輸出
拠点
２．中国市場向け製造拠点 ２．中国市場向け製造拠点
３．全世界向け製造拠点 ３．全世界向け製造拠点
４．全世界向け製品の R&D拠点 ４．全世界向け製品の R&D拠点
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中国市場向け 
製造拠点，73
全世界向け製造 
拠点，46
全世界向け製品 
のR&D拠点，1
無回答，6
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製造，輸出拠点， 
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低賃金を利用した 
製造，輸出拠点， 
49  
中国市場向け 
製造拠点，82 全世界向け製造 
拠点，77
全世界向け製品 
のR&D拠点，10
無回答，6
2 3 4 5
日本本社が全てを決定すると回答した企業は３２社で２１．２％を占めるに過ぎず，子会社と何らかの協
議を行っていることが伺われる。すなわち，本社中心だが，子会社の自発性を考慮して協議すると回
答した企業は８７社（５７．６％）で最も多く，子会社主導で実際の意思決定をすると回答した企業につい
ても２８社（１８．５％）と意外に多いことがわかる。
② 貴社は中国という国をどのよう
にお考えですか。右の選択欄より
ご回答ください。（複数回答可）
結果は以下の通りである。
②－１．現在，中国という国をどのように考えているか（複数回答可，N＝２０６）
②－２．今後（５年後），中国という国をどのように考えているか（複数回答可，N＝２２４）
２３０ 榎 本 悟
－１０４－
選択欄
③－１生産面 ③－２管理販売面 ③－３中心になる技術者
１．コア技術含む移転 １．すべて日本方式 １．派遣された日本人技
術者
２．コア技術除く移転 ２．ほぼ日本方式に加え
て現地方式の一部取入れ
２．日本で技術研修を受
けた現地人
３．一般的な技術の移転 ３．ほぼ現地方式に加え
て日本方式の一部取入れ
３．現地人技術者
４．組立て技術の移転 ４．すべて現地方式 ４．その他
コア技術含む 
移転，42
コア技術除く 
移転，28一般的な技術 
の移転，54
組み立て技術の 
移転，23
無回答，12
現在ならびに今後の中国現地法人を日本本社がどのように位置づけているかを聞いたものが②－１
および②－２である。これによれば日本本社は現在，中国現地法人を「低賃金を利用した製造・輸出
拠点」として位置づけている回答が最も多く（回答総数の３８．８％），次いで「中国市場向け製造拠
点」（回答総数の３５．４％）が続いている。しかし全世界向け製造拠点としての地位にある現地法人は
まだ少なく，２２．３％に過ぎない。
しかし今後，現地法人の役割は大きく変化することが予想される。「低賃金を利用した製造・輸出
拠点」という役割は大きく後退し（回答総数の２１．９％），代わって「全世界向け製造拠点」としての
役割が大幅に増加する（回答総数の３４．４％）。また中国市場向け製造拠点も若干増加するが（回答総
数の３６．６％），それよりも全世界向け製品の R&D拠点としての役割を担う現地法人の数が増加する
ということである（回答総数の４．５％）。こうした傾向を考えるとき，中国現地法人への日本本社のこ
れからの期待が大きいということがわかる。
③ 中国現地子会社に対する
現在の技術移転状況につい
て右の選択欄よりご回答く
ださい。
結果は以下の通りである。
③中国現地子会社に対する現在の技術移転状況について
③－１．生産面（回答総数１５９）
２３１技術移転戦略と知的所有権侵害状況
－１０５－
全て日本方式，17
ほぼ日本方式に 
加えて現地方式 
の一部取り入れ，89
ほぼ現地方式に 
加えて日本方式 
の一部取り入れ， 
　　　33
すべて現地方式，8
無回答，8
派遣された日本人 
技術者，75
日本で技術研修を 
受けた現地人，38
現地人技術者，35
その他，5
無回答，11
③－２．管理販売面（回答総数１５５）
③－３．中心になる技術者（回答総数１５４）
現地子会社の技術移転状況に関して，日本本社の見方は生産面では「一般的な技術の移転」とする
回答が最も多い（回答総数の３４．０％）。次いで，「コア技術含む移転」と続く（回答総数の２６．４％）
が，「コア技術除く移転」および，「組み立て技術の移転」はそれぞれ，１７．６％と１４．５％である。「一
般的な技術の移転」，「コア技術除く移転」および「組み立て技術の移転」を合計すると６６．１％にな
り，およそ３分の２の企業は革新的な技術をまだ現地に移転していないということがわかる。
管理販売面では「すべて日本方式」および「すべて現地方式」と回答した企業はどちらも少なく，
それぞれ回答総数の１１．０％と５．２％であった。多くの企業は混合的な方式を取り入れており，「ほぼ日
本方式に加えて現地方式の一部取り入れ」と回答した企業の方が「ほぼ現地方式に加えて日本方式の
一部取り入れ」と回答した企業よりも多い。それらはそれぞれ，回答総数の５７．４％と２０．８％である。
日本的方式と現地的方式を比較すれば，６８．４％と２６．０％となり，日本的方式が採用されていることが
わかる。
中心となる技術者に関しては，「派遣された日本人技術者」と回答した企業が最も多く，回答総数
２３２ 榎 本 悟
－１０６－
選択欄
④－１生産面 ④－２管理販売面 ④－３中心になる技術者
１．コア技術含む移転 １．すべて日本方式 １．派遣された日本人技
術者
２．コア技術除く移転 ２．ほぼ日本方式に加え
て現地方式の一部取入れ
２．日本で技術研修を受
けた現地人
３．一般的な技術の移転 ３．ほぼ現地方式に加え
て日本方式の一部取入れ
３．現地人技術者
４．組立て技術の移転 ４．すべて現地方式 ４．その他
コア技術含む 
移転，56
コア技術除く移転，43
一般的な技術 
の移転，38
組み立て技術の 
移転，6
無回答，11
のおよそ半分に近い４８．７％を占めている。これに対して「現地人技術者」と回答した企業は回答総数
の２２．７％である。したがって現地法人において中心となる技術者は日本人であるという認識が強い。
なお，「日本で技術研修を受けた現地人」と回答した企業の割合は２４．７％である。
④ 中国現地子会社に対する
今後（５年後）の技術移転
状況について右の選択欄よ
りご回答ください。
結果は以下の通りである。
④中国現地子会社に対する今後（５年後）の技術移転状況について
④－１．生産面（回答総数１５４）
２３３技術移転戦略と知的所有権侵害状況
－１０７－
全て日本方式，10
ほぼ日本方式に 
加えて現地方式 
の一部取り入れ， 
　　　71
ほぼ現地方式に 
加えて日本方式 
の一部取り入れ， 
　　　52
すべて現地方式，9
無回答，11
派遣された日本人 
技術者，31
日本で技術研修を 
受けた現地人，52
現地人技術者，68
その他，3
無回答，9
④－２．管理販売面（回答総数１５３）
④－３．中心になる技術者（回答総数１６３）
今後（５年後）の技術移転状況に関する本社の認識は，生産面については，「コア技術含む移転」
と回答した企業が最も多く回答総数の３６．１％と大幅に上昇する。次いで「コア技術除く移転」，「一般
的な技術移転」そして「組み立て技術の移転」と続き，それぞれ，回答総数の２７．９％，２４．７％，そし
て２．９％である。今後５年のうちに高度の技術が移転されるであろうと本社は見ていることがわか
る。
管理販売面については，「すべて日本方式」ならびに「すべて現地方式」の比率はそれぞれ，６．５％
と５．９％と高くない。そして「すべて日本方式」の比率は減少し，「すべて現地方式」は微増である。
「ほぼ日本方式に加えて現地方式の一部取り入れ」と回答した企業は最も多いが（回答総数の
４６．４％），「ほぼ現地方式に加えて日本方式の一部取り入れ」と回答した企業は３４．０％である。日本的
方式の合計が５２．９％であるのに対し，現地的方式の比率は３９．９％となり，その差はずっと縮小するこ
とがわかる。
また中心となる技術者についても，「現地人技術者」と回答した企業が最も多く，回答総数の４１．７％
２３４ 榎 本 悟
－１０８－
選択欄
⑤－１「R&Dの実施」 ⑤－２「R&Dの主導者」 ⑤－３「R&D投資の規
模」
１．実施中 １．日本人主導 １．売上高の８％超
２．近々実施予定 ２．現地人主導 ２．売 上 高 の３％超～
８％
３．検討中 ３．外資系企業との共同
研究
３．売上高の１～３％
４．必要なし ４．現地企業との共同研
究
４．売上高の１％未満
実施中，24
検討中，55
必要なし，51
無回答，13
近々実施予定，9
を占めている。これに対して「派遣された日本人技術者」と回答した企業は回答総数の１９．０％で今後
５年間で大幅に低下する。「日本で技術研修を受けた現地人」の比率も３１．９％となりかなり増加す
る。
総じて今後５年以内に，生産技術，管理販売，および中心となる技術者のいずれの面においても現
地化が進展すると本社は考えている。
⑤ 技術移転に関して，中国
現地子会社における現在の
研究開発（R&D）状況に
ついて右の選択欄よりご回
答ください。（R&Dを実施
中と回答された場合問⑥
へ，それ以外の回答をされ
た場合には問⑦へお進みく
ださい）
結果は以下の通りである。
⑤技術移転に関して，中国現地子会社における現在の R&D状況
⑤－１．R&Dの実施（回答総数１５２）
２３５技術移転戦略と知的所有権侵害状況
－１０９－
日本人主導，57
現地人主導，18
外資系企業との共同研究，4現地企業との共同研究，5
無回答，68
売上高の8％超，6
売上高の3％超～8％，15
売上高の1～3％，25
売上高の1％未満，26
無回答，79
⑤－２．R&Dの主導者（回答総数１５２）
⑤－３．R&D投資の規模（回答総数１５１）
中国現地法人の R&Dに関して，もっとも回答数が多かったのは「検討中」という回答であり，回
答総数の３６．２％であった。次いで，多かったのは「必要なし」という回答であり，３３．６％を占めた。
すでに「実施中」や「近々実施予定」と回答した企業は少なく，それぞれ，１６．８％と５．９％であっ
た。これらの数値を合計しても２２．７％であり，５社に１社程度しか R&Dを実施していないというこ
とがわかる。
また R&Dの主導者についても無回答が最も多いが，それを除いた回答の中で，「日本人主導」と
回答したものが最も多く，３７．５％を占める。「現地人主導」と回答した企業は少なく，１１．８％に過ぎ
ない。その他には「「現地企業との共同研究」や「外資系企業との共同研究」と回答した企業もある
が，それぞれ，３．３％と２．６％であった。主導者についても日本人主導で行われているという認識が本
社にはある。
また R&Dの規模については，ここでも「無回答」企業が最も多いが，それを除いた回答数の中で
は，「売上高の１％未満」という回答数が最も多い（１７．２％）。次いで「売上高の１～３％」
２３６ 榎 本 悟
－１１０－
選択欄
⑥－１ R&Dの実施 ⑥－２ R&Dの目的
１．はい １．コストダウンのため
２．いいえ ２．品質改善のため
３．新製品開発のため
４．上記の目的と異なり，基礎研
究のため
はい，34
いいえ，65
無回答，52
コストダウンのため，20
品質改善のため，20
新製品開発のため，16
上記の目的と異なり， 
基礎研究のため，2
無回答，106
（１６．６％），「売上高３％超～８％」（９．９％）と続き，最も少ない回答は「売上高の８％超」（４．０％）
であった。中国現地法人ではそれほど多くの R&D投資が実施されているわけではないというのが本
社の認識である。
⑥ 中国現地法人の R&Dについて
おたずねします。中国現地法人で
R&D活動を行っていますか。右
の選択欄よりご回答ください。
結果は次の通りである。
⑥中国現地法人で R&D活動を行っているか
⑥－１．R&Dの実施（回答総数１５１）
⑥－２．R&Dの目的（回答総数１６４）
２３７技術移転戦略と知的所有権侵害状況
－１１１－
選択欄
⑦－１「R&Dの実施」 ⑦－２「R&Dの主導者」 ⑦－３「R&D投資の規
模」
１．実施している １．日本人主導 １．売上高の８％以上
２．検討するだろう ２．現地人主導 ２．売上高の３～８％
３．必要なし ３．外資系企業との共同
研究
３．売上高の１～３％
４．現地企業との共同研
究
４．売上高の１％未満
実施している，49
検討するだろう，63
必要なし，24
無回答，15
ところで，中国現地法人における研究開発活動の状況を尋ねてみると，研究開発活動を実施してい
ない企業の数が最も多く，４３．０％を占めている。更に「無回答」の数（３４．４％）がそれに続き，研究
開発活動を実施している企業の数（２２．５％）は第３位である。
R&Dの目的については，非常に多くの企業が回答していない（６４．６％）が，R&Dを行っている企
業の回答の中では，既存製品の改善，改良が中心となっている。それは「コストダウンのため」
（１２．２％）や「品質改善のため」（１２．２％）の研究開発の投資が多いのに対し「新製品開発のため」
（９．８％）や「基礎研究のため」と回答した企業は非常に少なく，１．２％に過ぎない。
⑦ 技術移転に関して，中国
現地子会社における今後
（５年後）の研究開発（R
&D）状況についてどのよ
うにお考えですか。右の選
択欄よりご回答ください。
（R&Dの主導者に関して
は，複数回答可）
結果は以下の通りである。
⑦技術移転に関して，中国現地子会社における今後（５年後）の R&D状況
⑦－１．R&Dの実施（回答総数１５１）
２３８ 榎 本 悟
－１１２－
売上高の8％以上，9
売上高の3～8％，22
売上高の1～3％，39
売上高の1％未満，26
無回答，55
日本人主導，51
現地人主導，40
外資系企業との 
共同研究，8
現地企業との 
共同研究，13
無回答，44
⑦－２．R&Dの主導者（回答総数１５６）
⑦－３．R&D投資の規模（回答総数１５１）
今後５年以内に中国現地子会社の R&D状況がどのようになるか聞いたところ，R&Dの実施につ
いては「検討するだろう」と回答した企業が最も多く，４１．７％を占める。続いて，「実施している」
と回答した企業が３２．５％であり，「必要なし」と回答した企業は大幅に減少して１５．９％になった。
つぎに R&D主導者についても，「日本人主導」と回答した企業が最も多いが，その比率は減少し
て３２．７％になった。これに対し「現地人主導」と回答した企業は大幅に増加し，２５．６％になった。ま
た「現地企業との共同研究」や「外資系企業との共同研究」はそれぞれ８．３％と５．１％であった。
R&D投資規模についても「売上高の１～３％」が最も多い回答数であり，２５．８％を占める。次い
で「売上高の１％未満」（１７．２％），「売上高の３～８％」（１４．６％），そして「売上高の８％以上」
（６．０％）と続いている。こうした傾向を見る限り，５年後には中国現地法人の研究開発に果たす役
割の重要性が高まるであろうということを日本本社は予想していることがわかる。
２３９技術移転戦略と知的所有権侵害状況
－１１３－
選択欄
⑧－１ 生産技術 ⑧－２ 技術者
１．日本とほぼ同じ １．非常に高い
２．日本より５年程度遅れている ２．やや高い
３．日本より１０年程度遅れている ３．普通
４．中国にはない ４．かなり遅れている
日本とほぼ同じ，48
日本より５年程度遅れている，54
日本より10年程度 
遅れている，29
中国にはない，4
無回答，17
非常に高い，15
やや高い，20
普通，82
かなり遅れている， 
16
無回答，19
⑧ 中国現地子会社の技術レベル及
び技術者の能力についてどのよう
にお考えですか。右の選択欄より
ご回答ください。
結果は以下の通りである。
⑧中国現地子会社の技術レベル及び技術者の能力について
⑧－１．生産技術（回答総数１５２）
⑧－２．技術者（回答総数１５２）
中国現地子会社の技術レベルおよび技術者のレベルに関して，日本本社はどのような認識をしてい
るのだろうか。生産技術に関しては「日本より５年程度遅れている」と回答した企業が最も多く，３５．５％
であり，次いで，「日本とほぼ同じ」（３１．６％），「日本より１０年程度遅れている」（１９．１％）「中国には
２４０ 榎 本 悟
－１１４－
選択欄
１．各国別に知財の権利化を申請する
２．本国で権利化した後，パリ条約に則り優先権出願をする
３．本国で権利化する際に，特許協力条約（PCT）に基づ
き，国際特許出願をする
各国別に知財の権利化を 
申請する，50
本国で権利化した後， 
パリ条約に則り優先権 
出願をする，35
本国で権利化する際に， 
特許協力条約に基づき， 
国際特許出願をする，39
無回答，35
ない」（２．６％）と続いている。現地市場の成長とともに生産技術の遅れは解消していくものと思われ
る。
次に技術者のレベルであるが，「普通」と回答した企業がもっとも多く，５３．９％を占める。「やや高
い」と「非常に高い」と回答した企業はそれぞれ，１３．２％と９．９％である。これに対し，「かなり遅れ
ている」と回答した企業は少なく１０．５％しかない。
Ⅱ－２ 知的所有権について
⑨ 貴社の知財戦略についておたずねしま
す。中国に限らず知財戦略の権利化をどの
ようにお考えですか。右の選択欄よりご回
答ください。
結果は以下の通りである。
⑨中国に限らず知財戦略の権利化をどのように考えているか
（回答総数１５９）
知財戦略については，「各国別に知財の権利化を申請する」というのがもっとも多く（３１．４％），次
いで「本国で権利化する際に，特許条約に基づき，国際特許出願をする」（２４．５％）が続き，さらに
「本国で権利化した後，パリ条約に則り優先権出願をする」（２２．０％）という回答が続く。日本企業
も知財戦略を真剣に考慮し始めていることがわかる。
２４１技術移転戦略と知的所有権侵害状況
－１１５－
選択欄
⑩－１ 部門（課） ⑩－２ 設置年
１．有 １．今年
２．無 ２．１～３年経過
３．４～５年経過
４．６～９年経過
５．１０年以上経過
有，88
無，58
無回答，5
今年，2 1～3年経過，11
4～5年経過，8
6～9年経過，1
10年以上経過，60
無回答，69
⑩ 貴社は本社に知的所有権問題を
司る部（課）門をお持ちですか。
右の選択欄よりご回答ください。
結果は以下の通りである。
⑩本社に知的所有権問題を司る部（課）門を持っているか
⑩－１．部門（課）（回答総数１５１）
⑩－２．設置年（回答総数１５１）
日本本社に知的所有権問題を司る部門の有無について尋ねてみると，およそ６割の企業が（正確に
は５８．３％）そうした部門を持っていると回答した。逆に持っていないと回答した企業はおよそ４割近
くになる（正確には３８．４％）。そうした部門がいつ頃設置されたのかと尋ねたところ，「無回答」が
もっとも多いが，回答を寄せた企業の中では「１０年以上」と回答した企業が最も多く，３９．７％であっ
２４２ 榎 本 悟
－１１６－
選択欄
⑪－１ 人数 ⑩－２ 専門職（弁理士，弁護士）
１．１０人未満 １．０人
２．１０～２０人 ２．１～２人
３．３０～５０人 ３．３～５人
４．５０人～１００人 ４．６～９人
５．１００人以上 ５．１０人以上
10人未満，80
10～20人，14
30～50人，8
50～100人，3
100人以上，1
無回答，45
10人以上，2
1～2人，23
０人，73
3～5人，3
6～9人，2
無回答，48
た。設置後「１～３年経過」（７．３％），「４～５年経過」（５．３％）と続いている。
⑪ 本社の知的所有権問題を司る部
（課）門は全体で何名いますか。
またその部門には社内専門職（社
外の人は含みません）の方がいま
すか。右の選択欄よりご回答くだ
さい。
結果は以下の通りである。
⑪本社に知的所有権問題を司る部（課）門は全体で何名か
またその部門には社内専門職がいるか
⑪－１．人数（回答総数１５１）
⑪－２．専門職（弁理士，弁護士）（回答総数１５１）
２４３技術移転戦略と知的所有権侵害状況
－１１７－
選択欄
⑫－１ 部門（課） ⑫－２ 設置年
１．有 １．今年
２．無 ２．１～３年経過
３．４～５年経過
４．６～９年経過
５．１０年以上経過
有，8
無，136
無回答，7
日本本社における知財部門の人員について尋ねると，「１０人未満」と回答した企業が最も多く，全
体の５３．０％を占める。次いで「１０～２０人」（９．３％），「３０～５０人」（５．３％）と続いている。中には「１００
人以上」と回答した企業も１社ある。
知財部門に弁理士，弁護士といった専門的人材を抱えているのかどうかを尋ねると，「０人」とい
う回答が最も多く，およそ半数の企業（４８．３％）は専門的人材を抱えていないということが明らかに
なった。次いで「１～２人」（１５．２％），「３～５人」（２．０％）と続いている，「１０人以上」と回答した
企業も２社あった。
⑫ 貴社は中国現地子会社に知的所
有権問題を司る部（課）門をお持
ちですか。右の選択欄よりご回答
ください。
結果は以下の通りである。
⑫中国現地子会社に知的所有権問題を司る部（課）を持っているか
⑫－１．部門（課）（回答総数１５１）
２４４ 榎 本 悟
－１１８－
今年，2 1～3年経過，6
4～5年経過，3
6～9年経過，0
10年以上経過，2
無回答，138
選択欄
⑬－１ 人数 ⑬－２ 専門職
１．１～２名 １．０人
２．３～５名 ２．１人
３．６～９名 ３．２人
４．１０名以上 ４．３～４人
５．５名以上
⑫－２．設置年（回答総数１５１）
中国現地子会社に知的所有権を司る部門の有無を尋ねると，「無」と回答した企業が圧倒的で，９０．１％
であった。「有」と回答した企業はわずかに５．３％である。なおそれらが設置された時期について尋ね
ると，「無回答」が１３８社で９１．４％となる。設置後「１０年以上」と回答した企業は２社あるが，中国現
地子会社での知財部門の設置は比較的最近の場合が多い。具体的には「１～３年経過」６社，「４～
５年経過」３社，そして「今年（２００５年）」と回答した企業が２社である。模造品問題などが最近頻
発している状況を反映しているのかもしれない。
⑬ 中国現地子会社で知的所有権問
題を司る部（課）門は全体で何名
いますか。またその部門には社内
専門職（社外の方は含みません）
の方がいますか。右の選択欄より
ご回答ください。
２４５技術移転戦略と知的所有権侵害状況
－１１９－
1～2名，18
3～5名，1
6～9名，1
10名以上，0
無回答，130
０人，27
１人，6
２人，3
3～4人，0
５名以上，0
無回答，115
結果は以下の通りである。
⑬中国現地子会社の知的所有権問題を司る部（課）は全体で何名か
またその部門には社内専門職がいるか
⑬－１．人数（回答総数１５０）
⑬－２．専門職（弁理士，弁護士）（回答総数１５１）
中国現地子会社に知財問題を扱う部門を設置していても，その部門に所属する人数は少ない。１８社
が「１～２名」（回答総数の１２．０％）と回答し，次いで１社が「３～５名」，１社が「６～９名」であ
る。残りの１３０社は「無回答」である。そのうち弁理士や弁護士を抱えているか否かを尋ねると，６
社が「１人」，３社が「２人」の回答である。総じて，中国現地法人に知財を扱う部門を設置してい
る企業はまだ少ない。
２４６ 榎 本 悟
－１２０－
選択欄
⑭－１ 状況 ⑭－２ 侵害内容
１．受けたことがある １．違法な模倣製造
２．受けたことはない ２．商標盗用
３．意匠盗用
受けたことがある，36
受けたことはない，99
無回答，16
違法な模倣製造，25
商標盗用，23
意匠盗用，13無回答，112
⑭ 知的所有権侵害問題の中国現地
子会社への影響について右の選択
欄よりご回答ください。（侵害内
容について複数回答可）侵害を受
けたことがないと回答した場合は
質問⑰に進んでください。
結果は以下の通りである。
⑭知的所有権侵害問題の中国現地子会社への影響
⑭－１．状況（回答総数１５１）
⑭－２．侵害内容（回答総数１７３）
中国現地子会社が知的所有権侵害を受けたか否か，そして侵害内容について尋ねてみた。侵害状況
については，「受けたことはない」と回答した企業が最も多く９９社（６５．６％）で，３分の２の企業は
知的侵害を受けたことはないと答えている。これに対し，「受けたことがある」と回答した企業は３６
社（２３．８％）であった。
２４７技術移転戦略と知的所有権侵害状況
－１２１－
選択欄
⑮－１ 対応措置 ⑬－２ 効果 ⑬－３ 理由 ⑬－４ 問題
１．法的訴追 １．有
２．ない
２．侵害側との示談 １．有
２．ない
３．侵害側を買収 １．有
２．ない
４．他の手段により侵
害側を排除
１．有
２．ない
法的訴追，13
侵害側との示談，6
侵害側を買収，0
他の手段により 
侵害側を排除，8
無回答，126
侵害内容については複数回答が可能であり，侵害内容の総数は６１件である。知的侵害を受けたと回
答した企業は３６社であったから，１社あたり１．７件である。つまり知的侵害を受けた企業は「違法な
模倣製造」「商標盗用」「意匠盗用」のいずれか２つの項目に亘って侵害されていることになる。
⑮ 中国で知的所有権侵害を受けて
貴社がとった対応措置ならびに中
国における知的所有権保護に関す
る問題点について右の選択欄より
ご回答またはご記入ください。
結果は以下の通りである。
⑮中国で知的所有権侵害を受けてとった対応措置ならびに
中国における知的所有権保護に関する問題点
⑮－１．対応措置（回答総数１５３）
２４８ 榎 本 悟
－１２２－
有，16
無，18
無回答，119
選択欄
⑯－１ 特許申
請
⑯－２ 商標登
録
⑯－３ 意匠権
申請
⑯－４ その他
考え得る対応を
ご記入ください
１．被害を受け
る前に申請済
１．被害を受け
る前に申請済
１．被害を受け
る前に申請済
２．被害を受け
た後，申請
２．被害を受け
た後，申請
２．被害を受け
た後，申請
３．被害を受け
た後，申請を検
討中
３．被害を受け
た後，申請を検
討中
３．被害を受け
た後，申請を検
討中
４．被害を受け
ていないが，申
請を検討中
４．被害を受け
ていないが，申
請を検討中
４．被害を受け
ていないが，申
請を検討中
５．被害を受け
ていないので未
検討
５．被害を受け
ていないので未
検討
５．被害を受け
ていないので未
検討
⑮－２．効果（回答総数１５３）
中国で知的侵害を受けた３６社がどのような対応措置をとったのかを尋ねると，最も回答数の多かっ
たのは「法的訴追」が１３社，「他の手段により侵害側を排除」と回答した企業が８社，「侵害側との示
談」と回答した企業が６社であった。「侵害側を買収」と回答した企業は０社であった。さらに，対
応措置の効果を尋ねると，「効果あり」と回答した企業は１６社，「効果なし」と回答した企業は１８社
で，両者が拮抗している。
⑯ 貴社の中国での知的所有権保護
対策について右の選択欄よりご回
答ください。
２４９技術移転戦略と知的所有権侵害状況
－１２３－
被害を受ける前に 
申請済み，39
被害を受けた後， 
申請，3
被害を受けた後， 
申請を検討中，2
被害を受けていないが， 
申請を検討中，17
被害を受けていないので， 
未検討，31
無回答，63
被害を受ける前に 
申請済み，44
被害を受けた後， 
申請，5
被害を受けた後， 
申請を検討中，2
被害を受けていないが， 
申請を検討中，16被害を受けていないので， 
未検討，28
無回答，61
結果は以下の通りである。
⑯中国での知的所有権保護対策について
⑯－１．特許申請（回答総数１５５）
⑯－２．商標登録（回答総数１５６）
２５０ 榎 本 悟
－１２４－
被害を受ける前に 
申請済み，27
被害を受けた後， 
申請，2
被害を受けた後， 
申請を検討中，3
被害を受けていないが， 
申請を検討中，15
被害を受けていないので， 
未検討，36
無回答，69
⑯－３．意匠権申請（回答総数１７９）
中国での知的所有権対策について日本本社の考え方を特許申請，商標登録，意匠権申請について尋
ねた。特許申請については，「被害を受けていないので未検討」という回答（回答総数の２０．０％）は
あるものの，たいていの企業は「被害を受ける前に申請済み」という回答（回答総数の２５．２％）や，
「被害を受けていないが申請を検討中」（回答総数の１１．０％），「被害を受けた後申請」（回答総数の
１．９％），「被害を受けた後，申請を検討中」（回答総数の１．３％）と何らかの特許対策に前向きなこと
がわかる。
商標登録については，「被害を受けていないので未検討」（回答総数の１７．９％）という回答は特許申
請と比べて未検討とする回答が少ない。むしろ商標登録に積極的で，「被害を受ける前に申請済み」
という回答が最も多く，回答総数の２８．２％を占める。次いで，「被害を受けていないが，申請を検討
中」（回答総数の１０．３％），「被害を受けた後，申請」（回答総数の３．２％），「被害を受けた後，申請を
検討中」（回答総数の１．３％）と続いている。
意匠権申請についても「被害を受けていないので未検討」（回答総数の２０．１％）と最も回答が多い
ものの，意匠権申請についても，日本本社には積極的な傾向が見られる。すなわち，「被害を受ける
前に申請済み」（回答総数の１５．１％），「被害を受けていないが，申請を検討中」（回答総数の８．４％），
「被害を受けた後，申請を検討中」（回答総数の１．７％），「被害を受けた後，申請」（回答総数の
１．１％）と続いている。
日本本社は特許対策では，未検討と申請済み（申請検討中も含む）の回答の比率は２０．０対３９．４であ
り，商標登録についてもその比率は１７．９対４３．０であり，意匠権申請については２０．１対２６．３となってい
る。いずれの項目に関しても，日本本社は知的財産を保護しようとしていることがわかる。
２５１技術移転戦略と知的所有権侵害状況
－１２５－
選択欄
⑰－１ 収益の達成度合 ⑰－２ 知的所有権侵害の収益への影響
１．期待収益達成 １．有，２．無
２．期待収益より低い １．有，２．無
３．赤字経営 １．有，２．無
４．黒字から赤字に転じた １．有，２．無
期待収益達成，56
期待収益より低い，60
赤字経営，6
黒字から赤字 
に転じた，0
無回答，29
有，18
無，97
無回答，37
⑰ 貴社は中国現地子会社の期待収
益についてどのように認識されて
いますか。右の選択欄よりご回答
ください。
結果は以下の通りである。
⑰中国現地子会社の期待収益についてどう認識しているか
⑰－１．収益の達成度合（回答総数１５１）
⑰－２．知的所有権侵害の収益への影響（回答総数１５２）
中国現地法人がどの程度の収益を上げているかということを尋ねると，日本本社の回答は「期待収
益より低い」と回答した企業がもっと多く，６０社（３９．７％）あったが，それとほぼ同数の企業が「期
待収益を達成」していると回答している（５６社，３７．１％）。「赤字経営」のままであると回答した企業
も６社あった。また知的所有権侵害による収益への影響の有無について尋ねたところ，「無」と回答
２５２ 榎 本 悟
－１２６－
選択欄
⑱－１ 本社からの権限
委譲
⑱－２ 経営資源および
経営能力
⑱－３ 姉妹会社との技
術交流および技術移転
１．かなり拡大 １．かなり増強 １．かなり行った
２．やや拡大 ２．やや増強 ２．やや行った
３．変化なし ３．変化なし ３．変化なし
４．縮小 ４．縮小 ４．縮小
かなり拡大，29
やや拡大，47
変化なし，58
縮小，3
無回答，14
した企業が最も多く回答総数の６３．８％であり，「有」と回答した企業は回答総数のわずか１１．８％で
あった。
Ⅱ－３ 本社及び姉妹子会社との関係
⑱ 貴社は中国現地子会社設
立後，現在その能力につい
てどのように認識していま
すか，右の選択欄よりご回
答ください。
結果は以下の通りである。
⑱中国現地子会社設立後，現在の能力についてどう認識しているか
⑱－１．本社からの権限委譲（回答総数１５１）
２５３技術移転戦略と知的所有権侵害状況
－１２７－
かなり増強，31
やや増強，71
変化なし，36
縮小，1
無回答，12
かなり行った，36
やや行った，45
変化なし，52
縮小，0
無回答，18
⑱－２．子会社の経営資源および経営能力（回答総数１５１）
⑱－３．姉妹会社との技術交流及び技術移転（回答総数１５１）
本社は中国現地子会社への権限委譲についてどのように認識しているのかを尋ねてみると，「変化
なし」と回答した企業が５８社（３８．４％）と最も多く，「やや拡大」が４７社（３１．１％），「かなり拡大」
が２９社（１９．２％）と続いている。子会社の経営資源や能力については，「やや増強」と回答した企業
が最も多く，７１社（４７．０％）と最も多く，次いで「変化なし」が３６社（２３．８％），「かなり増強」が３１
社（２０．５％）と続いている。かなり増強とやや増強と回答した企業を「増強」と考えると，１０４社
（６７．５％）にもなり，子会社の経営資源や能力の増強が行われていると認識している。姉妹子会社間
の技術交流や技術移転については「変化なし」と回答した企業が最も多くて５２社（３４．４％）だが，
「やや行った」４５社（２９．８％）と「かなり行った」と回答した企業３６社（２３．８％）を合わせてみると，８１
社（５３．６％）において子会社間での技術移転や技術交流を行っていると認識している。要するに子会
社への権限委譲，子会社の経営資源・能力，さらに子会社間の技術移転・技術交流のいずれについて
も拡大・進展が続いていると本社は認識していることがわかる。
２５４ 榎 本 悟
－１２８－
